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「現在の地政学的状況を⾒ると、これまで以上に、パ

ワー（軍事⼒）と権威が重要な世界へと変化している

。米国で中間選挙が迫る中、現米政権は、共和党が下

院で多数派を維持できる可能性を高めるため、タク

ティカルなテーマでの外交政策を含め、迅速で成果が

明確な勝利を優先する可能性が⾼まろう。」

「多極的なレジームへの移⾏が進むことを踏まえれ

ば、米ドルは準備通貨としての地位を維持しつつも、

その地位は徐々に低下する可能性があるが、主に、

その恩恵を受けるのは⾦（ゴールド）となっている

。分散投資とは、単一の軸ではなく、レジリエンス

（回復⼒）の高い複数の収益源を基盤に、運⽤戦略

を構築することを意味する。」

MONICA DEFEND
HEAD OF AMUNDI INVESTMENT INSTITUTE

VINCENT MORTIER
GROUP CHIEF  INVESTMENT OFFICER
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米国によるベネズエラ攻撃、グリーンランドへの脅威の高まり、イランでの抗議活動の激化を踏まえながら、2026年

の地政学に関するアムンディの予想を再検証する。

アムンディは、かねてより地政学的リスクの水準が2026年に向けて上昇し続けると予想してきた。実際、この結論

に⾄った要因の⼀つは北極圏の氷の融解である。これにより新たな航路が開かれ、資源獲得競争が激化し、ロシアと

中国が北⽶へ到達する最短ルートが開拓される。このため、アムンディは、常に、トランプのグリーンランド獲得構

想を真剣に受け止めてきた。

今年は、ワシントンが国内外で権⼒拡⼤を図る動きが、さらに強まろう。ロシアとの緊張は、少なくとも今後数ヶ月

間は、緩和されるより、むしろ高まる可能性が高い。中東では変化が続くであろう。米中間の緊張は残るが、基本シ

ナリオでのエスカレーションは想定していない。AIは大国間の主たる競争として継続しよう。規制監督がない中、政

治的‧社会的影響は⻑期的に重⼤なものとなろう。

リスクは至るところに存在し、事態が悪化する可能性も随所に⾒られる。各国が地政学的現実を⾃国に有利に変えよ

うとしているため、現在、第⼆次世界⼤戦終結後で最も多くの紛争が進⾏中だ。経済摩擦が激化する可能性が高まる

中、政府や投資家は、レジリエンス構築のため、分散投資を継続する必要がある。 勝者と敗者、あるいは少なくとも

新たな秩序を巧みに乗り切れる国や地域が現れるだろう。要するに、2026年は、パワーと権威の本質が問われる年と

なろう。ただし、全体としては、中核的利益に変わりはなく、大規模なエスカレーションは回避されると予想する。

より介入主義的な米国外交政策を予想

アムンディは、トランプ政権第2期初期に、米国政策の思考上の枠組みを提示した。現政権が追求する政策の大半は

、以下の3つの目標達成を目指すものである：「⽶国にとってより有利な条件の獲得」、「経済的⾃⽴性の強化」、

「ワシントンの権⼒拡⼤」この枠組みは、依然、有効である。

アムンディは、トランプ政権が軍事手段でマドゥロを退陣させると予想していた。しかし、トランプが地政学的目標

達成のために⽶軍事⼒を活⽤する姿勢は、今や同盟国と敵対国の双方に対しての警鐘となり、警戒を高めている。

地政学：
今や全てでパワーと権威がカギとなっ
ているが、中核的利益は変わらない

今 月 の ト ピ ッ ク

主 な ポ イ ン ト

多国間での連携の後退に伴い、投資家にとって分散投資はますます重要に
なってきている。

重要資源と軍事⼒を通じて主導権を確保する多極化世界においては、各国
政府はレジリエンス（回復⼒）を最優先課題としているため、公的債務水
準が高いにもかかわらず、AIと防衛支出を引き続き推進する⾒込みだ。代
替通貨が存在しないため、米ドルは、しばらくは基軸通貨の地位を維持し
ようが、より多くの様々な代替通貨が登場するにつれ、その地位は低下し
、主に⾦（ゴールド）が恩恵を受けよう。

経済摩擦が激化するにもかかわらず、政策⽴案者が、崩壊しつつある国際
秩序を補完するため、新たな安全保障同盟や貿易協定が策定されている。
これらはグローバルでの貿易と投資の流れの継続に貢献するであろう。

ANNA 
ROSENBERG

HEAD OF 
GEOPOLITICS, 

AMUNDI INVESTMENT 
INSTITUTE
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中間選挙後に、⼤統領が議会と政府の分断に直面した場合（その可能性は高い）、⼤統領は外交政策にさらに注⼒す

るだろう。国内政治に影響⼒を⾏使する能⼒が限られる場合、⼤統領は通常、外交政策に⼒を⼊れる傾向がある。

しかし、ドナルド‧トランプ⽒率いる⽶国が、過去数⼗年にわたって⽶国の権威を強固にしてきた基盤を覆すことは、

まずないだろう。米国には、⼤統領と、米国の国益があり、前者は替わるが、後者は、通常、変わらない。NATO や、

米国と同盟関係にある他国は、⽶国の国益にとって不可⽋であり、これらを損なうことは、⽶国の権⼒構造の内部か

らの抵抗に直面する可能性が高い。

同様に、米国が、ウクライナへの支援を打ち切り、ロシアにウクライナを併合させ、中国の台湾に対する野望を容認

するような、勢⼒圏に分割された世界は米国の核心的な国益と衝突するため、アムンディは、基本シナリオでは想定

していない。

米国は、過去数⼗年にわたり、ラテンアメリカ⼤陸をほぼ無視してきたが、この⼤陸への干渉を強化するのは今や既

定路線だ。米国は既にキューバに警告を発し、メキシコとコロンビアにも注意を促している。トランプ氏のラテンア

メリカ戦略は、援助によるソフトパワーの縮小と、経済的‧軍事的圧⼒の強化に要約できる。これは麻薬カルテルの

弱体化、⽶国にとって有利な条件の獲得、そして米国と政治的に連携しない政権の弱体化を目的としている。しかし

ラテンアメリカの政治は、国内の選挙動向の変化により右傾化も進んでいる。2026年には 、 ブラジル、ペルー、コ

ロンビアなどで重要な選挙が予定されている。

しかし、トランプ氏が繰り返し強調する「米国によるベネズエラ産石油の支配」は、かつてこの⼤陸で極左政治台頭

の要因となった「米国の帝国主義」を想起させる。皮肉にもトランプ氏はラテンアメリカの政治的同盟国にとってリ

スク要因となり得る。

中国がラテンアメリカ地域で果たす役割を大幅に縮小することは困難である。北京は港湾や通信などのインフラ、資

源探査、外交に多⼤な投資を⾏ってきたからだ。多くの国々にとって、中国は米国と同等に重要なパートナーである

。

欧州は重要な年を迎える

地理的‧戦略的に⽶国にとって重要な敵対国であるベネズエラで政権交代を強要することは、同盟国から領⼟を奪う

こととは異なる。グリーンランドは、その地理的条件と低い⼈⼝密度のため、軍事占領は容易だが、米国にとって代

償 は 大き 過 ぎ る 。 同 盟 国 は 、 米国がロシアや中国に対して持つ重要な強みである が 、 同盟国に対する軍事⾏動は

NATO同盟を弱体化させ、他の米国の同盟国との関係を断絶させる。最近、物議を醸した国家安全保障戦略は、米国

の同盟関係と欧州同盟国の重要性を強調している。グリーンランドに関する米国の大半の要望は軍事占領なしに達成

可能だ。米国はデンマークと軍事基地設置及び天然資源採掘を認める協定を結んでおり、デンマーク政府は現⾏条件

の改善に前向きな姿勢を示している。

デンマークに領有権がないと主張してグリーンランドを軍事占領すれば、パンドラの箱を開けることになり、少なく

とも18世紀以降に形成された領⼟の実態を巡る多くの問題を引き起こす可能性がある。とは言え、この問題が消え

ることはないだろう——トランプは、売却強要によって、最大限の譲歩を引き出すため、引き続き、この問題を追求

するだろう。ただし、ウクライナ問題で合意に至らずロシアとの緊張が高まる中、グリーンランドを巡る具体的な⾏

動が直ちに取られる可能性は低い。

ロシア‧ウクライナ戦争については、停戦確保に向けた⻄側諸国の⽴場の調整は進展しているものの、少なくとも年

明け後の数ヶ月間においては戦争継続が最も可能性の⾼いシナリオと⾒られる。基本シナリオはハイブリッド戦争の

激化であり、ウクライナ国外でも散発的な紛争発生の可能性がある。

欧州は、防衛費増大と米国の気まぐれな姿勢により、今年はより大きな政治的変革を経験する可能性が高い。焦点と

なるのはドイツの支出能⼒と欧州経済への広範な影響である。上振れリスクとしては、停戦が実現すれば欧州がウク

ライナ復興の恩恵を得られる可能性がある。

ハンガリーでで実施される総選挙で、ヴィクトル‧オルバーン首相が失脚すればEUに政治的変化をもたらし、EU統

合の障害の一つが除去される可能性がある。地政学的圧⼒はEU指導者に困難な改革を推進させ続けるだろうが、米

国がEUの結束を弱体化させようとしていることもあり、そのペースは、引き続き、停滞したままである可能性が高

い。フランスで予定されている選挙は2027年であるが、2026年中に選挙運動が活発化する⾒込みだ。
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中国は引き続き軍事⼒を誇⽰するが、安定を追求

中国はトランプ政権のラテンアメリカへの関心再燃と、同地域における中国の影響

⼒削減の意図を懸念している可能性が⾼い。しかし、2025年に⽶中双⽅は相互依存

関係を再確認するに至った。米国は中国のレアアースなしでは大きな動きが取れな

いことを理解し、中国は経済パフォーマンスと社会契約（経済的繁栄と引き換えの

政治的統制）が世界貿易の流れに依存していることを再確認している。 したがって

2026年、両国関係の悪化には限界があるだろう。タクティカルな取引は可能だが、

信頼が低い状態では関係の本質的変化は起こりにくい。習主席とトランプ⼤統領の

会談が予想される中でも、この「緊張を伴う理解」のシナリオは継続すると⾒込ま

れる。地政学的現実が変化し、中国が影響⼒拡⼤と地政学的パワーを増強する中、

台湾の政治的地位をめぐる懸念はさらに高まるだろう。

中東ではさらなる変化に備える必要

中東では政治的不安定が継続する⾒込みだ。イランの現政権は弱体化しており、国

内抗議活動とイスラエル‧米国の関与が相まって政権交代の可能性が高まっている

。2026年はイランで指導部の交代が起こる年となる可能性がある。問題は、単なる

トップ交代に留まるか、より抜本的な変革となるかだ。

地域全体でより広範な勢⼒図の再編が進んでいる。投資拡大で注目される湾岸諸国

だが、UAEとサウジアラビアの勢⼒抗争、弱体化するイランの支配⼒、不安定なシ

リア情勢、イスラエルの選挙情勢が絡み合う。この再編がどう決着するかは現時点

で予想困難だ。

「北京から中東に

至るまで、世界の

地殻変動が起きて

いる。米中が時折

タクティカルな取

引を⾏う可能性は

あるが、真のリセ

ットは困難だ。一

方、イランの現体

制は弱体化し、重

大な政治変革の可

能性が高まってい

る。」

2026年への主要な⽰唆

新たな多極化世界の秩序では、他国が依存する天然資源（エネルギー、⾷料、レアアース）と軍事⼒
（特に核能⼒）を保有する側が優位に⽴つ。こうしたパワーバランスは、各国政府に過度な依存の軽
減を促すだろう。この流れで 、中国のレアアース供給網への依存度低減に向けた取り組みが進む⾒込
みだ。⽶国のベネズエラへの関⼼も、同国の重要鉱物埋蔵量によって説明できる。ただし、問題の規
模を考慮すると、より⾼い⾃給率達成には数年を要するだろう。

地政学的‧政治的現実は、引き続き、財政に圧⼒をかけるだろう——現状では、政府がAI支援や防衛
支出を止めることは困難であり、これらの分野は好調を維持する⾒込みだ。また、国⺠は既に不満を
抱えており、社会支出の削減は政治的に実現が難しい。

代替通貨が存在しないため米ドルは基軸通貨の地位を維持しようが、その地位は低下し続ける⾒込み
だ。単一の代替通貨は現れないかもしれないが、複数の様々な代替通貨がポートフォリオとして台頭
するだろう。地政学的動向の最大の恩恵は、既に⾦が享受しており、地政学的緊張が緩和されない限
り、この状況は続くだろう。

とはいえ、昨年⾒られた「大分散化」の動き——⽶ドル安、新たな安全保障同盟や貿易協定の出現—
—は継続する。崩壊しつつある国際秩序を補うため、新たな利害に基づく貿易‧安全保障協定が結ば
れる可能性が高い。これにより、経済摩擦が激化する中でも、国際貿易と投資の流れは維持されるだ
ろう。
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はありません。
弊社の許可なく、本資料を複製または再配布することはできません。

アムンディ‧ジャパン株式会社
⾦融商品取引業者登録番号：関東財務局⻑（⾦商）第350号

加入協会：一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会
日本証券業協会
⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

5137515 
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